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　 蓍．は じめに

　斜張橋の 斜材ケーブル の 定着は、主桁側と主塔側に それぞ れ設けられるの が一般的で あ り、 主

桁〜 主塔 〜 主桁へ と連続したケーブル を用いて主桁側の みに定着する構造 （以下サ ドル構造と記

す）例は少な い 。

　サ ドル構造は主塔側定着具を必要としな い ため 、 コ ス トダウ ン およびス レ ン ダーな主塔形状に

よる景観の 向上等 、 多 くの メ リッ トを有 して い る 。 しか し、斜材ケーブル を主塔部で 曲線配置す

るため 、 ケ
ーブル半径方向に作用する腹圧力に よ り、

コ ン ク リー トに生 じる割裂力等 に対する設

計法に は未解明な部分が残されて いる 。

　本研究は、 サ ドル構造に関する基礎的な力学的性状を明らかにするこ とをE的と して 、ケーブ

ルダク トを想定 した円形断面の 載荷板を用い た支圧強度試験結果に つ いて報告するもの で ある。

　 2．実験概要

　サ ドル構造にお ける主塔部 コ ン ク

リー トはケ ーブル ダク トを介 して荷

重を受ける ことか ら、 本支圧強度試

験は 、 載荷板形状に 着目 し、 載荷板

に鋼板を用いた試験体 1体と円形断

面の 鋼棒を用 い た もの 7体、 計 8体

に つ い て実施 した 。 なお 、 試験体寸

法は 、 事前に試験体の φ／幅、 幅／

高さに関する FEM 解析を行い載荷

板端部付近 に局部応力の 亂れが生な

い ことを確認 し、 30×40× 30（cm）と

した （図
一1、 表

一1）。
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図
一 1　 試験体配筋図

4c皿 の 位置に配置 した。 なお 、 補強位置の 影響を求め るため 、
　C−4 の み補強筋を載荷板直下か ら
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d＝2cmの 位置 に配置 した 。

　 D シ リーズは補強筋 （3−

Dl3）を 2段に配置 した もの

で 1段 目は d＝4c皿 、 2段 目

は 12c皿 と した 。
　 E シ リーズ

はダ ク トが多段に配置 され

る実橋を想定 し、 載荷板直

下か ら純間隔 8c皿の 位置に

空ダク トを設けた試験体と

し、 ダク トには φ78  の ス

パ イラ ル シ ー
ス を用い た 。

なお C 〜 E シ リーズは い ず

れ もφ＝ 8c皿 の 鋼棒を載荷板に

用 い た 。

　載荷は静的載荷と し、圧縮試

験機によ り行 っ た。 なお 、 載荷

時の 荷重が均等に作用する よう

厚肉の 載荷治具を用い るとと もに、試験体

底面に は、摩擦に よ り変形が拘束されな い

よ うテ フ ロ ン板 2枚を敷設 した （図
一 2）。

計測項目は 、   横方向変位量 （計測位置は

試験体上端 から10c皿、 下端か ら5cmの 位置

と し、 ダイヤ酵一ジ にて測定 した 。 ） 、   補強

鉄筋ひずみと した 。

2． 1　 FEM 解析

表
一1　 試験体概要

試験体 コ別
一
｝の品質 （  f／d ）シ リーズ

番号

補強鉄筋量

As　 （ロD
支 圧 板 形 状

圧 縮 強 度 引 蛋 強 度
記 事

AA − 1o 　　●　　．　　●　　． 鋼板 幅80凹 細 四．2

BB − 1 ●　　，　　●　　，　　， 鯛 棒　径80咀 謝 閥L2

C − 13 ．801（3−Dl3） 餌棒 径80幽 細 2a2d 昌4聞

C − 28 ．595（3−Dl9） 餌捧 　径80■ 四2 32．2d ＝4箙

CC
− 311 ．613（3−D22） 鋼 鄭 径8艪 蹴 認L2d 冒4ε●

C − 48 ．595（3−Dl9》 鋼 棒　径80回 344 42．2d 雷20●

DD − 17 ．  〔6−DI3） 鋼 棒 径80蹲 細 23L22 段 配 筋

EE −
！ 8．595〔3−m9 ） 鋼 棒　径80■ 344 422 ダク ト配置

表
一 2　 コ ン ク リ
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図 一 2　載荷状況

　実験に 先立ち 、 試験体の 応力性状お よび 、 補強筋の 配置位置

を決定するた め に 2次元弾

性 FEM 解析をお こ な っ た 。 　 　 A − I　 　 　 　 　 　 　 B − 1

　 A−1， B−1，
　E−−1

各試験体の 引張　羣
　 　 　 　 　 　 　 　 di

主応力 σ 1 を図

一3 、 A−LB−1　
σ

試験体の圧縮主

応力 σ 2 を図
一

4 に 示す 。 解析

結果は載荷荷重

をP＝100tf とし

た もの で ある。
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載荷 した A−1 試験体は載荷板直下3．5cmまで は圧縮域

が存在 し、 そ の下か ら横方向引張応力が生 じる 。 横方

向引張応力は下方 に向か うに っ れ増加 し最大値とな っ

た後は緩やかに減少 して い く。 最大値は載荷板直下9．　 2

3c皿 の位置に発生 して い る。 これに対 し、 円形断面の

鋼棒によ り載荷 したB−1試験体は 、 ほぼ ダク ト直下か

ら横方向引張応力が生 じ、 横方向引張応力の 分布は 、

A−1 と同様下方に 向うに つ れ増加 し最大値 とな っ た後

は緩やかに減少し、 最大値は載荷板直下5．　2c皿 の 位置

に発生 して い る 。 C 〜 E シ リーズで はこ の 位置を目安

に補強筋を配置 した 。

　空ダク トを有するE−1 試験体は 、 他の 試験体と異な り

A − 1

の

B − 1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 図
一4　圧縮主応力 σ 2

ダク トが変形する こ とに よ り、 ダク ト直上及び直下に 極

端に大 きな引張応力を生 じる。 また 、 円形断面の 載荷板を用 い た場合に は 、 載荷板側方に も、 局

部的で はあ るが大きな 引張応力が生 じて る 。 最大横方向引張応力 の 鋼板載荷（A−1）に対す る鋼棒

載荷（B−1）の 比は 1．08とな っ た 。 載荷板が円形断面の ため、水平分力が増加す る分、若干横方向

引張応力が大きくなる もの と思 われ る。 また、図 一4より、圧縮応力の分布が
一

様となる距離 L

（応力拡散伝達長）は、載荷板直下か らA−1試験体で L ・19c皿 、 B−1 試験体で 15c皿 とな り、 試験

体の 高さは、こ の 応力拡散伝達長を目安に 2L 程度 とな るよ う決定 した 。

　 2． 2　 実験結果

　実験結果を表
一3に示す 。 表中の 値は コ

ンク リー ト強度の 影響を取 り除 くた めに 、

支圧 強度は コ ン ク リー トの圧縮強度に比例

すると考え 、 f
’

c ・350　kgf／  に換算 した

値で ある 。 表中の 降伏荷重 とは、 荷重一変

位関係において 、 試験体軸直角方向の 開 き

変形が急増時の 荷重 と定義 した ［1］。 無補

強の 試験体に おい て は降伏と同時に破壊に

至 っ て お り降伏荷重 ≡ 破壊荷重 と した 。 な

なお 、 以下に記す荷重はすべ て 、 換算値で あ る。

表 一 3　 実験結果

試験体 補 強 斌

As （α の

麟 嗣 重

Po （しD
降伏荷重

Py （しD
破壌荷重

1馳u （の

P
％ワ

18
塚y

A − 1 96loa 　8lo よ80 ．92Loo

B − 1 7373 ．073 ，0Loo1 ．00

C − 13 ．801858L290 ．5LO5L 且置

C − 28 ．5957285 ．1122 ．70 ．85L44

C − 311 ．6136696 ．5 】29．10 ．68 量．34

C − 48 ．59581 了6，5 且05．0Lo61 ．37

D − 17 ．60280854102 ．70 ．941 ．21

E − 18 ．5955167 ．495 ．80 ．761 ．42

主な試験体の ひ び割れ状況を図
一 5 に 示す 。 図中の 数字は ひ び割れ発生時の 載荷荷重 （tD で あ

る。

A − 1

3

1

1 K｝2
96

了 、
　　こ

1

B − 1　　　　　 C − 2 　　　　　 C − 4

　 図一 5　 ひび割れ発生状況

E − 1
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　無補強の 試験体の 表面ひ び割れ は、 且
一1 で は載荷板直下か ら約10cmの 位置で 、

　 B−1 で は 5c皿の

位置で発生 し、 FEM 解析で 求めた最大横方向引張応力の 発生位置とほぼ一致 して い た 。 そ の 後

ひ び割れは、 両試験体とも鉛直方向に進展し上下に貫通すると同時に 脆性的な破壊に 至 っ た 。

　補強筋を配置 した C〜E シ リ
ーズで は 、 無補強の 場合と同様 、 初めは載荷板直下に発生 したひ

び割れが上下に 進展 して い くとともに、載荷板直下か ら放射線状に伸びる複数の ひび割れが発生

し、 これ らが上下に貫通 し破壊に至 る 。 無補強の A， B シ リ
ーズで は 、 貫通 したひ び割れが 1本で

あ っ たの に対 し、補強筋を配置 した C 〜E シ リーズで は、複数の 貫通するひ び割れが発生 し、破

壊に 至るまで に 発生す る貫通 ひび割れの 本数は補強筋量 の 多い試験体ほ ど多 くな っ た 。

　載荷板直下か らd＝2cm の 位置に補強筋を配置 した C−4 試験体で は 、 載荷荷重 P ＝81tfで 、 試験

体の 下側か らひ び割れが 発生 し、 上方に伸び上下に貫通 した 。 同 じ補強筋量で補強位置の み異な

る C−2 試験体に対 しひ び割れ発生荷重 は13％程度大 きくな っ た 。

　 E−1 試験体で は 、 載荷板とダク トの 間 、 丁度補強筋を配置 した位置 （載荷板 とダク トの ほぼ中

間）に載荷荷重 P ＝51tfで鉛直にひび割れが発生 した 。 同じ補強量で ダク トの 無 いC−2 試験体に

対 しひ び割れ発生荷重は70％程度に低下 した 。

　 2． 3　 実験結果の考察

　〔1） 載荷板形状 の 影響

　載荷板形状の 異 な るA−LB−1 試験体の 荷重一

変位曲線を図
一 6 に示す。 載荷板に鋼棒を用 い

た B−1 は 、 鋼板を用 い た A−・1 に対し、 表面ひび

割れ発生荷重で 76％、降伏荷重 、破壊荷重 は 、

い ずれ も70％程度に低下 した。 これ は 、 鋼棒を

用 い た場合は、鋼板を用 い た場合に比べ 水平分

力が大 きい た め と思われ る。

　  　補強筋量の影響

　補強量の 違い と、降伏荷重 、破壊荷重の 関係

a
ご 10

細

　 　5

0 O．1　　 0．2　　 0．3　　 0．4

　　　　　　 変位　δ （cni

図
一6　 載荷板形状の影響 （A−1， B−1）

を図 一7 に示す 。 補強量の 異 な る（As・3．801〜1L613  ）C−1，　D−1，　C−2，　C−3試験体の破壊荷重は補

強量 に比例 し増加 し、 その相関をとると｛1）式で 評価で きる b なお、補強鉄筋の荷重一
ひ ずみ 関係

よ り 、 破壊時におい て補強鉄筋は降伏 して い た 。

Pu ；72．1＋ 1．7 ・As ・σ
、 ▼

　　　こ こで 、 As ：試験体内の 全補強筋断面積 （  ）

　　　　　　　σ 、 y ：補強鉄筋の降伏強度 （kgf／面 ）

・・…　　 （1｝

これ に対 し、 降伏荷重は無補強か らは若干増加 して い くもの の As・8．　595edの C−2 試験体まで には

ほ ぼ一定の 値とな り、 幾分増加の み られるC−3 試験体（As・ 11．613  ）を除い て 、 降伏荷重に対す

る補強効果は頭打ちする傾向が認め られた 。

　（3｝ 補強位置の 影響

　補強筋に D13を用 い 、そ の 配置を 1段とした C−1 と 2段と した D−1 試験体との 荷重一変位曲線

を図 一8 に示す。 2段配筋に したD−1 は降伏後も幾分荷重が増加 し、 補強筋量が多い 分破壊荷重
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は C−1 に 対し13％程度増加する もの の
、 降伏荷重 に関 して は補強の効果は、ほ とん ど認め られな

か っ た。 また 、 補強量が同じで

補強位置の 違 う C−2， C−4試験体

の荷重 一変位曲線を図
一9に示

す 。 最大横方向引張応力の 発生

する位置よりも上 に補強筋を配

置 した C−4試験体はC−2 試験体

に比 べ 変形の 進行が早 く、 降伏

荷重で 90％程度 、 破壊荷重で 85

％程度 とな り、 支圧強度は幾 分

低下する結果とな っ た 。
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　（4） ダク トの 影響　　　　　　　　　　　　　　　　図
一 9　補強位置の影響 （C−2，　C−4）

　同 じ補強量で載荷板直下に ダク トを設けた E−1

試験体とダク トの 無い C−2 試験体の 荷重
一
変位曲

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 レ

線を図
一10に示す 。 E−1 はC−−2 に対 し、 降伏荷重 、0100

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ご

破壊荷重と も80％ 、ひび割れ発生荷重で 70％程度
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 店

に低下 した。ダク トに 剛性の小さ い ス パ イラル シ

ー
ス を用 ・ た鹹 断歃 損の影響に よりme 強 糶 ，。

度が低下するこ とがわか る。

　 3．支圧強度算定式

　今回の 実験結果よ り、 支圧面積を鋼棒径 φと試

験体長 2 との 積と し （図
一11）、

コ ン リー ト強度に

は設計基準強度を用 い 、   式に て 支圧強度を算定

した 。

Po ＝ f
’
ck ・ A

　こ こに 、 Po ：3竃王強度 （kgf）

　　　　 f
’
ck ：設計基準強度

0　　　　0−1　　　 0．2　　　　0．5　　　　0曾4

　　　　　　　　　 変位　δ （α の

図
一10 ダク トの 影響 （C−2，｝ 1）

　 A ：支圧面積 （φ× 2 ） （  ）

（kgf／（  ）
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　（2）式に よ り求めた支圧強度と実験値との 比較を表一4に示す。

表一4よ り、 鋼棒を載荷板に用 い て 、 補強筋を配置 した試験体

（E−1を除 く）の 計算値 と降伏荷重の 実験値との 比 は0．97〜 1．15

となり｛2）式は実験における降伏荷重 と良 く対応 して お り、   式

で 降伏荷重は評価で きる。 また 、 そ の場合の ひ び割れ荷重は実

験結果 （表一3）よ り降伏荷重の 60％程度 と考えればよ い 。

　破壊荷重は 、 無補強で 鋼棒を載荷板に用い た場合 （B−1）の 降

伏荷重の 実験値が0．8Po程度とな るこ とか ら、 （1）、 〔2）式に より、

コ ン ク リー トの 負担分と補強筋の 負担分の 総和として（3）式にて

求めるこ とがで きる 。

コφ

一
　 図

一11 支圧面積

Pu ； 0．8 ・Po十 1．　7 ・As ・
σ 。 T

・　・　●　・　・（3）

　なお 、 実際の 構造物の 設計において は 、 ク リ
ープ的な損傷を避 けるために破壊荷重で はな く、

今回定義 した降伏荷重 （変形量が急激に増加する時の 荷重）を もっ て支圧強度 とす るの が良い と

考え る 。

　 3．まとめ

　今回の 円形断面の鋼棒を載荷板に用いた支

圧強度試験で以下の こ とがわか っ た 。

〔1）円形断面の 載荷板を用い た場合の 支圧強度

は 、 鋼板載荷の 場合に対 し約70％で ある 。

（2脯 強筋量 の 増加に比例 し、 破壊荷重は増加

するが 、 降伏荷重 の 増加 は頭打ちする傾向が

あ る 。

（3｝最大横方向引張応力が発生する位置以外に

補強した場合 （D−1， C−4）、 降伏荷重に対する

影響ははとん ど無い が 、 破壊荷重は低下する 。

補強筋は最大横方向引張応力の 発生する位置

に集中して 配置するの が 、 破壊に 対 して は効

果的で ある 。

表
一 4　 実験値と計算値の比較

試験体

補 強 量

AS ロ♂

降 伏 荷 重

Py　 kgr！α ♂

計 算 値

P【， 蹴8f／  惣。

A − 1 童03 ．884 ．0 且．24

B 一旦 73 ．084 ．00 ．87

C 一且 3．8018L 　284 ．00 ．97

C − 2 ＆59585 ．　 184 。0 置．．0 匚

C − 3lL61396 ．584 ．0 蘯．　 15

C − 4 ＆59576 。584 ．o0 ．91

D − 17 ．60285 ． 184 ．0L 　Ol

E − 18 ．595G7 ．484 ．00 ．80

（4｝載荷板 直下に剛性の 小さい 觸 ラJFI
’一

スを用い ると 、 その 変形 によ り低 い 荷重 レ ベ ルで ひび割れを

生 じ支圧強度は ダク トを設けない場合の 80％程度に低下する。

｛5｝円形断面 の 載荷板を用い て 、 補強筋を配置 した場合の 支圧強度 （降伏荷重）は 、 （2）式にて評価

す るこ とがで きる。 こ の 場合の ひび割れ発生荷重 はO．　6Po程度で ある。 また 、 無補強の 場合の支

圧強度（降伏荷重） は  式で 求あた支圧強度の 80％程度考えれば良い 。

  円形断面の載荷板を用い た場合の破壊荷重 は、 （3）式にて評価する ことがで きる。 なお 、 寸法効

果の 影響に よる式の 適用範囲等 に つ い て は、 今後検討を重ねた い 。
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